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1. はじめに

近年の子ども達の生活習慣の乱れは大きな問題であ
り，小児期からの生活習慣病の発症など様々な医学的問
題にまで発展している（永田・大関，2008；森，2008）。
特に，運動不足や過食，偏食を背景とした肥満の増加は
著しい（永田・大関，2008；Matsushita et al，2004）。
この他にも，子ども達の生活習慣の問題は，夜型生活（神
山，2005；日本学校保健会，2008）や非安全行動の増加
など，様々な問題が挙げられる。子ども達の死因の 1 位
が不慮の事故である（厚生労働省，2008）背景に非安全
行動があることは言うまでもない。さらに，学校で集団
行動をする子ども達にとっては衛生習慣も重要な生活習
慣行動である。良好な衛生習慣はインフルエンザなどの
感染症予防に大きな貢献をする。文部科学省が平成 18
年度に「子どもの生活リズムの向上プロジェクト（文部

科学省，2008）」を始め，同時に「早寝早起き朝ごはん」
全国協議会が発足し，全国各地で子どもの早寝早起き朝
ごはんを推進するための様々な試みが展開された。これ
により，早寝早起き朝ごはんの習慣が改善してきている
ことは高く評価できる。また相乗作効果により，様々な
生活習慣が改善しているのも事実である。文部科学省も
この点はよく理解しており，早寝早起き朝ごはんをきっ
かけとして，様々な生活習慣上の問題に間接的にアプ
ローチするという取り組み方針には賛同できる。

しかしながら，児童期全般を通して同じ目標設定で取
り組みを続けることには疑問が残る。良好な生活習慣は，
発育発達に伴い獲得されていくものも多いが，中にはあ
る時期を境に悪化していく習慣もある。例えば，代表的
な生活習慣項目である朝食摂取についても，学校保健会

（2008）に示されているように男児では小学校１，２年生
で最良値を示し，その後悪化している。女児においても，
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小学校３，４年生までは改善しているが，これ以降は悪
化の一途である。また，堀田ら（2001）が中学生と高校
生を比較した結果でも，睡眠および運動の習慣において
高校生の方が乱れた生活習慣になっており，一般的な発
育発達とは逆方向の変化を示している。このように，様々
な社会的影響により，個々人の生活習慣は良くも悪くも
変化をする可逆的要素を持っていると考えられる。この
ような，子ども達の生活習慣獲得と乱れの過程について
詳細に論じられることは少ない。つまり，学年・性別に
特徴的な生活習慣上の問題を提示し，取り組み指針をま
とめていく必要があると考えられる。早寝早起き朝ごは
ん運動により生活習慣改善のきっかけを得た現在，第二
の段階として，発育発達にともなう生活習慣の変化を明
らかにし，良好な生活習慣獲得のための学年・性別の指
針を検討していかなければならない。

ここで，生活習慣の変化を捉えるためには，学年・性
別によらず同一の評価基準を用いる必要がある。生活習
慣は個々人における生活管理能力の現れであり，児童期
を通して同一のパラメータを用いて能力をスコア化する
ことにより変化の観察が可能になる。このような能力評
価法としては項目反応理論があげられる。

項目反応理論は，子どもの運動に関する心理尺度の構
成（戸部，2008）やスキルテストの評価（青柳，2007；
青柳，2008），運動技能の評価（青柳 2006）など体育科
学分野における適用事例も近年，多く見られている。さ
らに，医学，健康科学分野においても医学教育のテスト
評価（Dowing，2003；安田ほか，2005）や高齢者の認
知機能評価（増井ほか，2005），高齢者の ADL 評価

（Nakano et al，2004），高齢者の体力評価（Namba et 
al，2009）など同理論の適用範囲は拡大を続けている。
また，理論的発展に関しても，行動計量学の分野で頻繁
に 議 論 さ れ（Ozaki and Toyoda，2006 荒 井 ほ か，
2008），著しい発展を遂げている。このような背景から，
本研究における分析評価手法として適用することの学術
的意義も大きいものと考えられる。

そこで，本研究では小学生の生活習慣の成就に関して
項目反応理論を用いて分析評価することで，児童期にお
ける生活習慣管理能力の変化を検討することを目的とし
た。

2. 方法

2.1. 対象

調査対象は，岐阜県 T 市内の４つの公立小学校に通

う児童生徒 2748 名であった。2513 名から回答が得られ
た。この内，20％以上の設問が無回答であったケース（107
名）を無効回答とした。さらに，特別学級の児童 25 名，
性別が未記入の児童 8 名を除く合計 2373 名（男児：
1122 名，女児 1151 名）を最終的な分析対象とした。表
１に分析対象者の性・学年別内訳を示した。

2.2. 調査内容

分析対象項目は食事，運動，休養（睡眠・覚醒），衛生，
安全の各領域に関連する 35 項目とし，各行動の獲得状
況を質問した（表２）。いずれの項目も「いつもできて
いる」，「時々できていない」，「できていない」の 3 件法
を用いた。ここで，3 件法の選択肢における 2 件目の表
現に関しては，「時々できている」とすることも考えら
れる。しかし，本研究では，良好な生活ができている割
合がより高くイメージされる「時々できていない」とい
う選択肢を採用した。これは，生活習慣に関しては，一
般的に良好な児童の方が良好でない児童に比べ多数であ
るため，多数の児童における選択のし易さに配慮した。
外遊び時間に関しては 6 件法で質問したが，分析に際し
ては 3 件法へとデータの変換を行った。調査用紙は各学
校にて配布していただいた。低学年においては本人によ
る正確な回答が難しいと考え，保護者による回答を依頼
した。さらに，中学年および高学年においても回答者の
違いによる影響を排除するため低学年同様に保護者によ
る回答を依頼した。但し，設問内容により，本人への確
認が必要と保護者が判断した場合には，本人に確認の後，
保護者および本人に記入していただくことをお願いし
た。調査用紙の冒頭に調査の主旨，データの利用，保管
に関する事項を記載し，同意いただけない場合は未提出
もしくは白紙提出とした。また，本研究は，名古屋学院
大学人間健康学部医学研究倫理委員会にて倫理審査を受
け，承認を得た上で実施した。

表１．分析対象者の概要
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2.3.　統計解析

2.3.1.  項目反応理論について
毎日の生活習慣は個々人の生活管理能力の現れであ

り，良好な生活を送ることができているかどうかは個々
人の能力を評価していると考えられる。一般的に計算能
力のように一度獲得された能力はその後維持されること
が多いが，生活管理能力に関しては発育発達段階に応じ
て可逆的に変化することが想定される。このような発育
発達を考慮した能力評価のためには，児童期全体を通じ
た絶対評価が必要である。これにより発育に伴う生活管
理能力の変化を評価できるものと考えられる。

このような能力評価法として項目反応理論があげられ
る。項目反応理論は古典的テスト理論を発展させたテス
ト 理 論 で あ り， 能 力 評 価 の 新 し い 理 論 と 言 え る。
Hambleton and Swaminathan（1985）の中で述べられ
ている項目反応理論の利点は，

１．�異なったテストを共通の尺度上で能力測定可能で
あること。

２．�対象集団に依らずに共通の項目特性値を求めるこ
とが可能であること。

３．�対象者の能力水準ごとに項目の測定精度が明白に
なること。

の３点である。この内，第一点の「共通尺度上で能力
測定可能」は絶対評価を可能にすることを意味し，第二
点の「対象集団に依らずに共通の項目特性値を求めるこ
とが可能」は学年ごとの集団ではなく，児童期全体を同
一の特性値を用いて評価できることを意味している。こ
のように，項目反応理論の持つ利点は，本研究が求めて

いる評価の重要なポイントを満たすものである。
また，項目反応理論では様々なモデルが提案されてい

るが，本研究では設問の選択肢が３件法であることを考
慮し，2 パラメータの段階反応モデル（渡辺・野口，
1999），を採用することとした。モデル式および，各設問
の選択肢に反応する確率の算出式は以下の通りである。

２パラメータ段階反応モデル
　　（a：識別力，b：困難度，θ：能力値）

　　　

選択肢１に反応する確率
　　　
選択肢２に反応する確率
　　　
選択肢３に反応する確率
　　　
項目パラメータの推定には周辺最尤推定法，能力値の

推定には最尤推定法を用いた。

2.3.2.  分析手続き
項目反応理論に基づく，項目分析の手続きは以下の通

りであった。
①．�各設問はそれぞれ単独の質問であり，局所独立の

仮定は満たされていると判断
②．�一因子分析を実施し，因子負荷量およびスクリー

プロットにより，データの一次元性を確認
　　（多分相関係数を用いた一因子分析を実施）
③．項目パラメータの算出
④．設問領域ごとの困難度平均値を算出

表２．調査項目（分析対象項目）
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　　�（困難度 0 は，50％の対象者で達成可能を意味する）
⑤．設問領域ごとに対象者の能力値θを算出
　　（能力値 0 はｚスコアにおける 50 と同等）
⑥．�性，学年別の能力値θの平均値を算出し，生活

習慣管理能力の変化を検討。
⑦．�性，学年ごとの特徴的な生活行動を明記し，教育

指導のための指針の目安を提案。
ここで，手続き⑥の性，学年別の平均値の差の検討に

は二元配置分散分析および Bonferroni 法による多重比
較検定を用いた。有意水準はいずれも５％水準とした。
分散分析には SPSS18.0J，多分相関係数を用いた一因子
分析には Mpuls6，項目パラメータの推定計算には
Multilog7.03 をそれぞれ用いた。

3. 結果

3.1. データの一次元性の確認

最初にデータの一次元性の確認結果を示す。ここでは，

データがカテゴリカルデータであることを考慮して，
Takane（1987），Lee（1992）の指摘に従い，多分相関
係数を用いた一因子分析を行った。

35 項目中 34 項目で一因子性の判断基準とされる因子
負荷量 0.20（豊田，2002）を上回っていた。また，因子
のスクリープロットを確認したところ，第一因子は固有
値が 7.64 であったが，第二因子では 3.33，それ以降は
いずれも固有値が３未満であり，第一因子との差が顕著
であった。以上の結果から本データの一次元性は確保さ
れているものと判断した。

3.2.　生活習慣項目の項目パラメータ

表３に全 35 項目の項目パラメータおよび領域別の項
目パラメータの平均値を示した。ここで示されている困
難度１とは３件法における選択肢２，困難度２は選択肢
１が達成可能となる能力値の目安である。

食事領域と休養領域においては識別力の平均が 1 を上
回っており，調査項目としても十分な識別力を有してい

表３．項目パラメータ



45子どもの生活管理能力の変化

表４．生活習慣管理能力値（θall）の性別および学年差と交
互作用

表５．食事領域能力値（θ1）の性別および学年差と交互作用

表６．運動領域能力値（θ2）の性別および学年差と交互作用

表７．休養領域能力値（θ3）の性別および学年差と交互作用

表８．衛生領域能力値（θ4）の性別および学年差と交互作用

表９．安全領域能力値（θ5）の性別および学年差と交互作用

たといえる。衛生領域と安全領域では，若干識別力が低
くなっていた。一方で，運動領域に関しては，困難度１
と困難度２の差が大きく，そのために識別力が 0.46 と
低めになってしまった。今後，評価を改善するためには
選択肢１と選択肢２の間に新たな選択肢を設け，４件法
を用いる方が望ましいと言える。

各領域の困難度は，運動領域が平均的に高く，次いで，
休養，食事，衛生領域の順であった。これらの４領域で
は困難度１は -4 ～ -3，困難度２は運動領域のみ高く 2.42，
それ以外は -0.8 台であった。安全領域においては，他の
領域に比べ困難度が極めて低く，困難度１は -8.35，困
難度２が -4.50 であった。 

3.3. 生活習慣管理能力値の性，学年差

項目パラメータを用いて，対象者の生活習慣管理能力
値を領域別に算出した。表４～表９に，各生活習慣領域
における性，学年別の能力平均値の差の検定結果を示し
た。運動領域では有意な交互作用が確認されたため，表
中に単純主効果の分析結果も示した。

性別では，生活習慣全体を示すθall は男児の方が若
干良好であったが，統計的に有意な主効果は確認されな
かった。領域別の性差では，食事領域と休養領域におい
て男児の方が若干良好であったが，統計的に有意な主効
果は確認されなかった。一方，衛生領域と安全領域では
性別の主効果が有意であり，女児の方が良好な能力値で
あった。運動領域は交互作用が確認されたため，単純主
効果の有意性を検定したところ，１，２年生では性別の
有意な単純主効果は確認されなかったが，３～６年生で
は性別の単純主効果が有意であった。

学年別では，食事領域，休養領域，衛生領域の３領域
で学年の主効果が有意であった。また，運動領域では，
男女ともに単純主効果が有意であった。詳細な能力値の
変化を確認したところ，食事領域では学年が進むにつれ
て能力値が徐々に高くなっていた。一方，休養領域と衛
生領域では学年が進むにつれて徐々に能力値が低下して
いた。また，運動領域では，交互作用の有意性が示して
いる通り，男児では学年が進むにつれて能力値が徐々に
上昇し，女児では能力値が徐々に低下するという異なっ
た変化を示していた。

3.4. 生活習慣管理能力値の発達変化

図１は生活習慣管理全体の能力値，図２～図６は各領
域における能力値の変化を性別に示している。二元配置
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分散分析により有意な差が確認された主効果および単純
主効果に関しては，Bonferroni 法による多重比較を実施
し，一つ前の学年と有意な差が確認されたものには＊の
印を付けた。

生活習慣管理全体の能力値は，男児では中学年でピー
クを迎えるが，その後，再び低下していた。女児では１
年時がピークであり，児童期を通して能力値は低下して
いた。全体的には児童期を通して低下傾向であった。

食事習慣は，４年生頃までは順調な習慣獲得が観察さ
れたが，高学年になると男女ともに乱れやすい時期が存
在していた。運動習慣は，男児では発達に伴い徐々に改
善される傾向にあったが，女児では児童期を通して低下
し続けていた。特に，中学年以降急激な低下を示し，5
～ 6 年時にかけては統計的に有意に低下していた。休養
習慣は，男女ともに低学年がピークであり，中学年に向

けて急激な低下をしていた。高学年でも改善は見られて
いなかった。衛生習慣は，全体を通して女児の方が良好
であった。しかし，１年時がピークであり，その後，衛
生習慣は乱れる傾向が観察された。女児では中学年以降，
低下傾向に歯止めがかかるが，男児では高学年に入って
も低下傾向が続いていた。安全習慣は，男女ともに中学
年までは順調な改善が見られた。しかし，男児において
高学年で急激に悪化していた。女児は児童期を通して良
好な安全習慣が獲得されていた。

4. 考察

4.1. 領域別生活習慣管理能力値の違い

各領域における性別の能力値の平均値を表 10 に示し

図１．生活習慣管理能力値（θAll）の発達変化 図４．休養領域能力値（θ3）の発達変化

図５．衛生領域能力値（θ4）の発達変化

図６．安全領域能力値（θ5）の発達変化

図２．食事領域能力値（θ1）の発達変化

図３．運動領域能力値（θ2）の発達変化
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た。最も能力値が高かったのは安全領域であった。安全
領域の設問項目は他の領域に比べて顕著に困難度が低
く，多くの子どもたちが獲得できている習慣と判断でき
た。しかし，一度の事故が大問題となる安全行動の特性
を考慮すれば当然の結果であると言える。そのため，よ
り高い水準での能力獲得を推進していく必要があると思
われる。特に男児では，女児に比べて能力値が有意に低
く，平均で 2.05 という値は，十分な値とは言えない。
特に，困難度が若干高くなっていた歩行時および自転車
運転時における携帯電話の使用や信号無視などの交通安
全に関する教育が児童期には重要であることが考えられ
る。また，保護者に対しても，夜遅くに子どもと一緒に
外出することは好ましくないことを伝えるべきであると
思われる。

次いで，食事領域，休養領域の順に能力値が高くなっ
ていた。この２領域における能力値はほぼ同等であった。
先行研究においても，これらの領域における生活の急激
な悪化は中学生以降に確認されている（日本学校保健会，
2008）。本研究の対象者が児童であったため，これらの
領域は比較的能力値が高い状態で類似した結果を示した
ものと推察される。今後，中学生以上の生徒を対象に加
えることで，より詳細な生活習慣管理能力の考察が可能
になるものと思われる。

運動領域も男女を平均すれば，ほぼ同等であったが，
性別で能力値に有意な差が見られた。食事領域と休養領
域はいずれも有意な性差は確認されなかったが，若干男
児の方が能力値が高くなっていた。能力値の平均値から
習慣の獲得状況は 50％強と判断でき，決して十分とは
言えない。以降に考察する発達変化を考慮した教育を進
める必要があると思われる。運動領域に関しては，特に
女児で徹底した取り組みを進める必要性が示唆された。

衛生領域は，男児の能力値が有意に低かった。全体で

も最も能力値の低い領域であり，児童期における衛生習
慣の見直しは大きな課題といえる。我が国は世界的にも
極めて衛生的な国であるために大きな問題にはなってい
ないが，インフルエンザ等の感染症が流行した際に急激
な拡大を防ぐ意味でも，衛生習慣は大切である。特に，
困難度が高かった食前の手洗いと帰宅時のうがいに関し
ては徹底するべきである。日常のチェック行動の導入や，
インフルエンザの流行期などに手洗いやうがいを徹底す
る週を設けることで，衛生習慣の極端な悪化を防止でき
るものと思われる。

4.2. 生活習慣管理能力値の発達変化

各領域における能力値の発達変化は既に図１～図６に
示した。生活習慣全体で見ると，男児は中学年から高学
年にかけて生活習慣が乱れやすくなっており，この時期
に再度生活習慣の重要性を教育することが効果的と言え
る。中学年以降の児童であれば，児童期前半に多く用い
られる経験型学習法に加え，生活習慣の乱れによる身体
への影響を理論的に理解させることも重要であると思わ
れる。様々な理解力を備えた児童期後半では，これらの
組み合わせにより生活習慣の重要性をより深く理解させ
ていくべきであろう。一方，女児では，児童期を通して
生活習慣の悪化が観察されており，一貫した生活習慣改
善プログラムの必要性が示唆された。男児同様に児童期
前半では経験型学習を重視し，徐々に理論的な理解を促
すことで児童期を通した継続的な教育が求められる。

領域別に見ると，男児では高学年以降に食事領域と安
全領域で顕著な低下が見られた。女児では運動領域で顕
著な低下が見られ，５年時から６年時にかけて有意な低
下が確認された。また，男女ともに衛生領域と休養領域
では児童期を通じた低下傾向が観察された。

これらの結果より，男児女児ともに衛生習慣と休養習
慣は児童期に悪化し易く児童期における一貫した教育の
必要性が示唆された。また，男児においては高学年を迎
える時期に食事習慣と安全習慣の見直しに取り組むべき
であろう。さらに女児においては児童期における生活習
慣上の最大の問題点は運動習慣であり，徹底した取り組
みが必要であることが示唆された。

5. まとめ

本研究の目的は、小学生の生活習慣の成就に関して項
目反応理論を用いて分析評価し，児童期における生活習
慣管理能力の変化を検討することであった。対象者は，

表 10．領域別生活習慣管理能力値の平均値
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公立小学校に通う児童生徒 2748 名であり，最終的に
2373 名（男児：1122 名，女児 1151 名）の分析対象デー
タを用いた。分析対象項目は食事，運動，休養（睡眠・
覚醒），衛生，安全の各領域に関連する 35 項目であった。
２パラメータ段階反応モデルを適用して，各項目の困難
度と識別力を算出した。さらに，対象者の領域別能力値
を算出した。

生活習慣領域別に発達変化を分析評価したところ，以
下の３点の示唆を得た。

１）�男児女児ともに衛生習慣と休養習慣は児童期に悪
化し易く児童期における一貫した教育が必要であ
る。

２）�男児は高学年で食事習慣と安全習慣の再教育をす
るべきである。

３）�女児における生活習慣上の最大の問題点は運動習
慣であり，徹底した取り組みが必要である。

本研究では，項目反応理論を用いて児童期における生
活習慣管理能力の変化を検討することで，生活習慣改善
のための有効な示唆を得ることができた。今後は，対象
年齢の拡大および，重要領域における詳細な行動の評価
が課題である。
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